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１．はじめに
高速増殖原型炉「もんじゅ」（以下「もんじゅ」）

は、平成 3 年 5 月に機器の据付けを完了、総合機
能試験を経て試運転を開始した。平成 6 年 4 月に
初臨界を達成し、平成 7 年 8 月には初送電を行っ
た。その後、順調に出力試験を進めていたが、電
気出力40％で試運転中､平成 7 年12月 8 日に 2 次主
冷却系Ｃループでナトリウム漏洩事故が発生した。
ナトリウム漏洩事故後、事故原因の究明にとど

まらずプラント全体にわたる安全総点検を実施

し、それらの知見を踏まえ、ナトリウム漏洩対策
を検討した。本報告は、これまで検討を行ってき
た設備の改善策をまとめたものである。

２．２次ナトリウム漏洩に対する改善方針
２.１　２次ナトリウム漏洩に対する従来の基本

的考え方

従来より「もんじゅ」は、ナトリウム漏洩事故
を想定した設計がなされており、2 次ナトリウム
漏洩事故に対して、主冷却系統を 3 ループ独立に
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②　漏洩量の抑制を目的としてナトリウムドレン機能を強化しドレン時間を短縮する。

③　エアロゾルの拡散抑制及び燃焼抑制を目的として換気空調設備の設備改善を行う。

④　コンクリートからの水分放出抑制を目的として壁・天井に断熱材を敷設する。
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構成し、ループ間は建物コンクリート壁で物理的
に分離して、ナトリウム漏洩事故時においても健
全ループによる崩壊熱除去運転に影響がないよう
な設計にしている。また、設備面では以下のナト
リウム漏洩対策を講じている。
①　ナトリウム漏洩の早期検出を目的としてナト
リウム漏洩検出器や火災感知器等を設置

②　ループごとにドレンが可能なように系統を構成
③　大規模な漏洩時は自動で換気空調設備を停止
④　漏洩ナトリウムは、連通管を介して最下部の
貯留室に導き窒息消火

⑤　ナトリウムとコンクリートとの直接接触を防
止するため、床には鋼製ライナを設置

⑥　ナトリウム機器の保温構造によって漏洩ナト
リウムが上向きに飛散することを防止

２.２　２次ナトリウム漏洩に対する改善策の基
本的考え方

従来よりナトリウム漏洩を想定した設計がなさ
れていたが、今回のナトリウム漏洩事故を分析す
ると、次の反省点があげられる。
①　漏洩規模の判断基準が不明瞭であったため、
漏洩後の事故終息のための対応が遅れ、影響範
囲の拡大につながった。漏洩規模の判断基準を
明確にするとともに、ナトリウム漏洩事故時に
は早期の事故終息対応が必要である。

②　機器に急激な温度変化を与えることを避ける
ため、原子炉トリップ後、系統温度の降下を待
ってからドレン（系統内のナトリウムを抜取る
こと）を行ったことにより、漏洩が長時間継続

することとなった。系統温度の降下を待たず、
緊急ドレンを行う方法を検討する必要がある。

③　漏洩時に換気空調設備の運転が継続されたた
めに、ナトリウムエアロゾル（ナトリウムが空
気中の酸素、湿分と反応して生成される微粒子）
が再還流（漏洩発生系統の換気空調設備排気口
より放出されたエアロゾルが近接する他系統の
給気口へ流入）により、広い範囲にわたって拡
散された。エアロゾル拡散抑制の面では、換気
空調設備は早期に停止することが望ましい。

④　事故の原因究明の過程で、ナトリウム漏洩燃
焼下で床ライナが腐食されるメカニズム（溶融
塩型腐食機構）があることがわかった。ナトリ
ウム漏洩対策では、ナトリウム化合物の腐食性
を考慮しておく必要がある。
これらの反省点を踏まえ､ナトリウムの漏洩とナ

トリウム燃焼に対して積極的な対応を図るものと
し､以下のような設備改善策を講じることとした。
①　ナトリウム漏洩を早期に検出し、換気空調設
備を停止する。

②　ナトリウム漏洩を停止させるために速やかに
ナトリウムドレンを行う。

③　漏れたナトリウムの燃焼を抑制する機能を強
化するために窒素ガスの注入を行う。
これらの設備改善策を講じることにより、ナト

リウム漏洩事故における建物・構築物等の設計裕
度が向上し、プラントとしての安全性、信頼性が
さらに向上する。図 1 にナトリウム漏洩対策の考
え方を示す。

図１　ナトリウム漏洩対策の考え方
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２.３ ２次ナトリウム漏洩に対する改善策の概要

2 次ナトリウム漏洩に対する設備改善策の全体
概要を図 2 に示す。
⑴ ナトリウム漏洩の早期検出と運転員の支援
機器・配管等の保温構造外にナトリウム漏洩が

及ぶ場合の漏洩検出機能を強化するため、セルモ
ニタを設置する。セルモニタは、小規模漏洩に対
する感度が高い煙感知器と、中規模漏洩以上で顕
著となる室温上昇をとらえる熱感知器を組合わせ
た火災検出システムである。本設備は換気空調設
備自動停止のインタロック信号を発信する設備と
し、信頼性向上のため信号の多重化を図ったシス
テム構成とする。
〈参考：漏洩規模の区分けについて〉
大規模漏洩：2 次主冷却系液位が低下し蒸発器

液位低低のインターロック信号が
発信される程度（目安値：10t/h程
度以上）

中規模漏洩：オーバフロータンク液位等のプロ
セス量に変化がある程度（目安
値：0.5t/h～10t/h程度）

小規模漏洩：白煙の発生等、ナトリウム燃焼の

影響が室内雰囲気に及ぶ程度（目
安値：0.01t/h～0.5t/h程度）

また、運転員が事故現場の状況を正確かつ迅速
に把握できるよう、ナトリウム機器が設置される
室内にテレビカメラを設置する。さらに、中央制
御室にはナトリウム漏洩に関するすべての情報
（映像情報、セルモニタ情報、火災感知器情報、
ナトリウム漏洩検出器情報、ナトリウム液位のプ
ロセス情報等）を一括表示、監視できる総合漏洩
監視システムを設置する。
⑵ 換気空調設備の改善
換気空調設備は、現状においても大漏洩時には

蒸発器液面計の「蒸発器液位低低」信号により自
動停止する。この大漏洩時の自動停止機能をより
確実なものとするため、現状 2 チャンネルの「蒸
発器液位低低」信号で停止する論理回路（2/2の
AND論理）を 1 チャンネルの信号でも停止する
論理回路（1/2のOR論理）に変更する。さらに、
中小漏洩時においても換気空調設備の停止を確実
にするため、セルモニタの信号により自動停止す
るインターロックを追加する。これにより、ナト
リウム漏洩事故時のナトリウム燃焼及びエアロゾ

図２　２次ナトリウム漏洩に対する設備改善の概要
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ル拡散を抑制する。
⑶ ナトリウムドレン機能の強化
事故の教訓から、ナトリウム漏洩時には原子炉

を速やかに停止するとともに、系統の温度降下を
待たずにドレンを開始する。さらに、ドレンに要
する時間を短縮するため、図 3 に示すようにドレ
ン設備の改善を行う。
ドレン時間を短縮するためには、ドレン配管を

流れるナトリウムの圧力損失を低減することが効
果的である。このため、図 3 に示すように 2 次主
冷却系循環ポンプ入口側にドレンラインを追加す
るとともに、現状 3 ～ 4 インチのドレン配管を 4
～ 6 インチに大口径化する。また、ドレン弁は、
片方の弁が故障しても系統内のナトリウムが確実
に抜けるよう（単一故障を想定）、弁の多重化を
行う。ドレン弁及びドレン弁の駆動ケーブルは、
飛散ナトリウム及び漏洩時の雰囲気温度上昇から
保護し、ナトリウム漏洩環境下にあっても確実に
ドレン弁が作動するようにする。
なお、原子炉トリップ後、系統の温度降下を待

たずにドレンした場合、ドレン配管、ドレンタン
ク、中間熱交換器に急激な温度変化が加わり熱応
力が発生するが、機器ごとに詳細な構造評価を行
い、構造健全性は損われないことを確認している。
⑷ 燃焼抑制機能の強化
ナトリウム漏洩事故後はナトリウム燃焼の積極

的な抑制及び再燃焼防止のため、窒素ガス注入設
備を設け、漏洩区画内に窒素ガスの注入を行う。
窒素ガス注入設備の概要を図 4 に示す。注入初期
は区画内の酸素濃度を下げる必要があるため、高
流量で窒素ガスを注入する。酸素濃度が下がった
後は低酸素濃度を維持するため、外部から空気が
入ってこない程度の低流量で窒素ガスを供給す
る。
また、ナトリウム燃焼抑制の効果向上のため、

1 ループ当り16～18室から構成される 2 次主冷却
系エリアを区画化する。区画化を行うに当っては、
エアロゾル拡散抑制の観点からは各室ごとに区画
を行うのが最良である。しかし、大型機器が床面
を縦に貫通する部分の気密処理が難しいこと、漏
洩時の過度の圧力上昇を避けるためには適度な容
積が必要であること、現状の換気空調設備ダクト
ルートが機器配置上大幅に変更できないこと及び
床ライナを共有している室については同一区画に
まとめる必要があることなどを総合的に考慮する
と、技術的には、3 ～ 6 区画とすることが現実的
に採用可能な区画と考えられる。さらに、工事物
量の低減、他の設備改善策との整合性等を考慮す
ると 3 区画とすることが妥当と思われることか
ら、現在 3 区画化する方向で詳細検討を進めてい
る。区画化に伴い漏洩事故時の圧力上昇が予想さ
れることから、これを抑制するため､圧力逃がし

図３　２次系ドレン設備改善の概要



サイクル機構技報　No.6 2000. 3

技術報告　5

ラインを設置する。また、大漏洩時には圧力開放
ダンパを設置してこのダンパを利用して屋外へ圧
力を逃がす。建物内区画化の概要を図 5 に示す。
⑸ コンクリートからの水分放出抑制
ナトリウム漏洩事故時は、部屋の雰囲気温度が

上昇する。これに伴い、壁・天井のコンクリート
温度も上昇する。一方、コンクリートは100℃を
超えると、コンクリート自体が保有している水分
が急激に放出されるようになる。この水分はナト
リウムと反応し水素が発生する。このため、必要
に応じナトリウムを内包する配管・機器が設置さ
れた部屋の壁、天井に断熱構造を設け、コンクリ

ートの温度上昇を抑制し、コンクリートからの水
分放出を抑制する。断熱構造の基本的な構造は、
壁面及び天井面にアンカボルトを設置し、断熱材
を挟んで鋼板で覆う構成とする。
⑹ 貯留室の対策
大漏洩時、事故室で漏れたナトリウムは床ライ

ナの連通管を通じて、最下層の貯留室に貯留され
る。貯留室では、高温のナトリウムが大量に流入
してくるため、比較的長い時間高温状態が続く。
この貯留室の熱的影響を緩和するため、アルミナ
製のヒートシンク材を貯留室に設置する。

図４　窒素ガス注入設備の概要

図５　建物内区画化の概要（Ｃループ）
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３．改善策の効果
３.１　漏洩検知機能の向上
⑴ セルモニタ
セルモニタのうち、小規模漏洩の検出に有効な

煙感知器（部屋の天井に設置する光電式煙感知器）
の検出性能は、「検出器単体試験」及び「エアロ
ゾル拡散解析」を実施し評価を行っている。検出
器単体試験では、光電式煙感知器のナトリウムエ
アロゾルに対する単体感度試験を行い、減光率
10%/mを警報設定値とした場合、エアロゾル濃度
が20mg/m3程度であれば動作することを確認し
た｡また､10kg/h（「もんじゅ」漏洩事故の約1/20
に相当）のナトリウム漏洩に対しエアロゾル拡散
解析を行い、おおよそ20～30秒程度で天井の一区
画にエアロゾル濃度100mg/m3（検出感度の約 5
倍）が充満する結果を得ている。図 6 に検出器
単体試験結果及びエアロゾル拡散解析結果を示
す。
エアロゾルの検出に十分な濃度100mg/m3のエ

アロゾルが20～30秒で区画内に充満することか
ら、エアロゾルが検出器に到達して警報が発報す
るまでの遅れ時間40秒注)を考慮しても、1 分強程
度で、このような小規模のナトリウム漏洩を検出
できることになる。セルモニタの設置よって、小
規模の漏洩であっても早期に漏洩を検知できるよ
うになる（目標：10kg/h以上の漏洩を 2 分以内

に検知）。
（注）：遅れ時間について　煙感知器による煙の検

出は、煙感知器の検出部に煙が到達して行
われる。煙が感知器に到達し、さらに、感
知器の孔を煙が拡散して検出部に到達する
までには、最大40秒の時間を要するが、こ
の時間を遅れ時間と呼んでいる。

⑵ ナトリウム漏洩監視機能の強化
総合漏洩監視システムの設置により、ナトリウ

ム漏洩時に、中央制御室の運転員が事故現場状況
をリアルタイムで明解に把握するために必要な情
報（映像情報、セルモニタ情報、火災感知器情報、
ナトリウム漏洩検出器情報、ナトリウム液位のプ
ロセス情報等）が集約して表示される。これによ
って、今回の事故の教訓としてあがった以下の課
題が解消されるとともに、運転員による事故現場
の状況（漏洩の発生の有無、規模、場所、推移）
把握が適確に行えるようになる。
〈事故などの教訓〉
①　漏洩情報を確認するための制御盤が分散して
いる。

②　火災感知盤に火災規模の拡大を報知する再鳴
動機能がない。

③　中央制御室で当該室の状況把握、入室の是非
の判断を行う遠隔監視手段がない。

図６　セルモニタ検出性能
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３.２　換気空調設備の改善効果
漏洩事故時、換気空調設備の運転を早期に停止

することによって、エアロゾルの建物外への拡散
及び再環流による建物内へのエアロゾル拡散が抑
制される。

建物外へのエアロゾル拡散については、2 次主
冷却系配管室大漏洩時におけるエアロゾル濃度の
3 次元大気拡散解析を行い評価した結果、エアロ
ゾル粒子は、建物背面にほとんど廻り込まずその
まま上昇するため、周辺地表面での影響は少ない。
また、換気空調設備の運転が早期に停止されるこ
とから、高濃度のエアロゾルが連続して放出され
続けることはなく、エアロゾルは一塊になって上
空を移動するにとどまる。漏洩発生から約18分後
には、図 7 に示すようにエアロゾルが敷地境界位
置に達するが、地表面にはほとんどエアロゾルが
到達しない。
なお、換気空調設備の誤停止は、雰囲気温度を

上昇させ機器・電気計装品等への悪影響が懸念さ
れる。換気空調設備誤停止時の影響については、
雰囲気温度上昇解析を実施し、誤信号で換気空調
設備が停止した場合でも10分程度で復旧する運用
とすれば、機器・電気計装品等への影響は回避で
きることを確認している。

３.３　ナトリウムドレン設備の改善効果
漏洩発生から漏洩停止までの漏洩継続時間は、

漏洩発生からドレン開始までの時間と、ドレン開
始からドレン完了までの時間の合計となる。設備
改善後は、漏洩発生からドレン開始までの時間は、
漏洩検知時間 2 分､漏洩の判断時間10分､原子炉ト
リップ操作時間 1 分、プラント状態確認及びドレ
ン準備操作時間 5 分の合計18分となる｡また､ドレ
ン開始からドレン完了までの時間は20分（ドレン
弁の 1 弁故障を想定すると22分）となる。したが
って、漏洩継続時間は、トータルで約40分となる。
この条件下でライナ温度が最も高くなる小漏洩

の場合のナトリウム燃焼解析結果を図 8 に示す。図７　エアロゾル拡散解析結果

図８　ドレン設備の改善効果
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ドレン時間の短縮により、漏洩継続時間が改善前
に比較して約40分短くなることから、ライナの高
温継続時間も短くなる（800℃以上の継続時間が
約40分短縮）。その結果、ライナの腐食に対して
最も厳しい腐食機構である溶融塩型腐食を仮定す
るなど、保守的・安全側に解析しても、ライナ
（板厚6mm）の腐食減肉量は約1.5mm（上限値で
約2.5mm）である。ドレン設備の改善によって、
ライナの健全性は十分に確保される。

３.４　窒素ガス注入設備による燃焼抑制効果
漏洩規模とドレン終了時からのライナ上の燃焼

継続時間及び酸素濃度との関係について整理した
結果は、以下のとおりである（図 9 参照）。
①　0.01t/h～0.5t/h程度（小規模漏洩）の場合

ドレン終了時にライナ上でナトリウムはほぼ
燃焼しつくす。

②　0.5t/h～10t/h程度（中規模漏洩）の場合
ドレン終了後もライナ上でナトリウムの燃焼
がしばらく継続する。

③　10t/h～100t/h程度（大規模漏洩）の場合
ドレン終了時点では自己窒息により酸素濃度
は 5 ％以下となっておりライナ上での燃焼継
続時間は短い。しかし、未燃焼ナトリウムが
床面に残る場合には、再燃焼に対する配慮が
必要である。
したがって、小規模漏洩では、窒素ガス注入の

効果は期待できないが、中大規模漏洩では、ナト
リウム燃焼の抑制及び床ライナ上に残存したナト
リウムの再燃焼防止が期待できる。
窒素ガス注入量をパラメータとしたナトリウム

燃焼の解析結果では、区画容積5,000m3に対して
10,000m3/h[Normal]の窒素ガスを15分程度注入

すれば、中規模漏洩に対して区画内の酸素濃度は
5 ％以下（ナトリウム燃焼が抑制される酸素濃度）
になる。窒素注入を行わない場合、図 9 に示した
ように、中規模漏洩時には、ドレン終了後もナト
リウムの燃焼が最大 2 時間程度継続することがあ
る。したがって、漏洩事故発生から燃焼終了まで
には、漏洩発生からドレン終了までの時間約40分
が加わるので、約 2 時間半程度かかることになる。
しかし、窒素注入を行った場合には、早期に酸素
濃度が低下するので、事故発生から 1 時間程度で
燃焼終了に至る計算となる。なお、漏洩規模、区
画容積、窒素注入量等の条件により定量的評価値
は異なることとなるが、中規模以上の漏洩事故
に対し、事故の早期終息の観点から窒素ガス注
入の効果は大きい。

３.５　区画化の効果
区画化により空間容積を低減することは窒素ガ

ス注入効果を高めるだけでなく、大規模の漏洩時
には短時間で酸素濃度が低下し、ライナ最高温度
が低くなる。また、区画化による区画間の気密処
理は、エアロゾル拡散を漏洩発生室区画に限定で
きるため、建物内のエアロゾル拡散抑制の上でも
効果が期待できる。

３.６　壁・天井の断熱構造による効果
コンクリートは100℃以上になると水分を急激

に放出するようになる。漏洩率をパラメータとし
た時のコンクリート最高温度（深さ 1 cm部）に
関する解析結果を図10に示す。壁・天井への断熱
材敷設は、漏洩規模が大きい場合でもコンクリー
トの温度上昇を抑制し、コンクリートの温度は
100℃以下に留まる。この結果、コンクリートか

図10 壁・天井の断熱構造による効果図９　漏洩規模とドレン終了時からのライナ上の燃焼
継続時間及び酵素濃度の関係（区画容積5000m3）
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らの水分放出量が抑制され、ナトリウムと水によ
る反応量が減り、反応熱の発生が抑制されるばか
りでなく、床ライナの腐食にとって好ましくない
水酸化ナトリウムの生成量及び爆燃上抑制すべき
水素の発生量が減少する。

３.７　貯留室の改善効果
貯留室にヒートシンク材を設置することによ

り、貯留される漏洩ナトリウムの温度が下がるた
め、貯留室の熱的影響が緩和される。また、貯留
室では上部室で漏洩したナトリウムが流入してく
るため、金属ナトリウムだけでなく、酸化ナトリ
ウム及び水酸化ナトリウムが含有されることも想
定しておかなければならない。これらのうち､水
酸化ナトリウムは金属ナトリウムと反応し水素を
発生する｡水素の発生は貯留ナトリウムの温度に依
存するため､この水素発生も抑制される。

４．おわりに
「もんじゅ」のナトリウム漏洩事故を教訓とし

て、ナトリウム漏洩の早期検出、拡大防止及び漏
洩ナトリウムによる影響の緩和の観点から、「も
んじゅ」施設の改善策を策定した。本報告では、
2 次冷却系を主にして、ナトリウム漏洩対策を説
明したが、「もんじゅ」は、この他、2 次メンテ
ナンス冷却系、炉外燃料貯蔵設備冷却系といった
空気雰囲気に設置されたナトリウム設備が存在す
る。これらの系統に対しても、同様の改善方針で
対策を講じる計画である。これらの改善策を講じ
ることにより、ナトリウム漏洩事故に対する「も
んじゅ」施設全体の安全裕度が向上する。
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